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内田洋行が販売する会議室予約システム
「SmartRooms」の端末

内田洋行、ベトナムで会議室予約システム　個人情報の規制強化で需要

　内田洋行は2026年から、ベトナムで会議室の予約管理システ
ムを販売する。海外でオフィス向けシステムを販売するのは初
めて。ベトナムでは同年から企業による個人情報保護の規制が
強化される。情報漏洩を防ぐシステム関連の需要が高まるとみ
る。

　会議室予約システム「SmartRooms（スマートルームズ）」
を新たに販売する。マイクロソフト365などと連携し、社員のス
ケジュールなどの情報を連携させて予約管理を行う。国内では
日経225の約半分の企業に導入済みで、現地の日本法人のオフィ
スなどから導入し、30年までに5000室の導入を目指す。

26年からベトナムで個人情報保護の規制が強化される。現地
では会議室を利用せずにカフェなどで打ち合わせをすることも
多い。スマートルームズの海外展開を手掛ける長沢達朗次長は「企業は情報漏洩のリスク対応の強化に動くだろう」
と話す。密閉された会議室を使う意識が高まり、管理システムの導入を後押しするとみる。

　現地のIT企業フジネットシステムズが導入支援やトラブル対応を担う。ベトナム語や英語にも対応できる人員を用
意し、日本法人以外の顧客獲得も目指す。

 今後はタイ、マレーシアなどアジア諸国への導⼊も⽬指す。内⽥洋⾏の海外事業は⽶国などへの⽂具販売や印刷機
械の販売が中⼼だ。⾜元で堅調なオフィスの改装や家具販売にシステム販売を加える。売上⾼は35年に⾜元の4倍の
230億円を⽬指す。
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